
令和６年２月市議会 教育厚生委員会資料

第31号議案 長崎市介護保険条例の一部を改正する条例

１ 条例改正の概要

(1)令和６年度介護保険制度改正の主な概要・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２

(2)第９期（令和６年度～令和８年度）介護保険料の設定・・・・・・・・・・Ｐ３～11

２ 新旧対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ12～17

３ 長崎市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画【概要】 ・・・・・・・・・Ｐ18～25

福 祉 部

令 和 ６ 年 ２ 月

‐1‐

目 次



１ 条例改正の概要

(1) 令和６年度介護保険制度改正の主な概要

〇第１号被保険者に係る保険料負担の在り方の見直し（施行時期：令和６年４月）

介護保険制度の持続可能性を確保する観点から、今後の介護給付費の増加を見据え、第１号被保険者間での所得再分配機
能を強化することで、低所得者の保険料上昇の抑制を図る。

・第１号被保険者の保険料所得段階の見直し
標準９段階から13段階に多段階化
⇒高所得者の所得段階が細分化され、９段階で基準額の1.7倍に設定している保険料を、所得に応じて1.9倍～2.4倍に
引き上げる一方、低所得者の負担を軽減する。

※介護保険料は、基準額（第５段階）に、各段階における乗率を乗じた金額となる。

〇介護報酬の改定（施行時期：令和６年４月及び６月）

介護報酬（事業者が介護サービスを提供した際に支払われるサービス費用）について、人口構造や社会経済状況の変化を
踏まえ、「地域包括ケアシステムの深化・推進」「自立支援・重度化防止に向けた対応」「良質な介護サービスの効率的な
提供に向けた働きやすい職場づくり」「制度の安定性・持続可能性の確保」を基本的な視点として、改定を実施。

・介護報酬改定率 ＋1.59％
（内訳）
介護職員の処遇改善分 ＋0.98％
その他の改定率（※） ＋0.61％
※介護職員以外の処遇改善等

現行
段階

１ ２ ３ ４ ５
(基準)

６ ７ ８ ９

乗率 0.3 0.5 0.7 0.9 1.0 1.2 1.3 1.5 1.7

改正後
段階

１ ２ ３ ４ ５
(基準)

６ ７ ８ ９ 10 11 12 13

乗率 0.285 0.485 0.685 0.9 1.0 1.2 1.3 1.5 1.7 1.9 2.1 2.3 2.4

負担増負担減
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ウ 介護保険料基準額の計算式

国

施設等分 15％
その他分 20％

財政調整
交付金
５％相当

県

施設等分 17.5％
その他分 12.5％

市

12.5％

支払基金交付金
（第２号被保険者保険料）

(40～64歳)
27％

第１号被保険者保険料
(65歳以上)

23％
※今回設定分

イ 保険給付費の財源構成

公費（税金） 50％ 保険料 50％

(2) 第９期（令和６年度～令和８年度）介護保険料の設定

ア 改正理由

市町村は、介護保険法第117条に基づき、３年ごとに介護保険事業計画（以下「事業計画」という。）を策定すること

となっており、第９期（令和６年度～令和８年度）事業計画の策定に伴い、事業計画において見込んだ保険給付費等を基

に、令和６年度から令和８年度までの３か年の保険料基準額及び所得段階を設定する。

予定保険料収納率
（収納保険料見込額÷賦課保険料総額）

３年間の給付費等の見込額 ３年間の国県市負担金等の見込額―
３年間の保険料賦課総額

Ａ
＝

補正第１号被保険者数
（所得段階ごとに被保険者数と基準額
に対する掛け率を乗じた数の合計）

÷保険料基準額（年額） ＝
３年間の保険料賦課総額

Ａ
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第８期 第９期

施設整備
による増
69円

給付費の増
372円

7,241円

6,800円

441円

介護保険財政調整基金の残高
59億5,600万円のうち、
19億8,500万円の取り崩しにより
保険料上昇の抑制可能額

エ 介護保険料基準額（月額）の増減に関する内訳
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介護保険事業
計画期間

年度
介護保険料
基準月額

増減額 基金積立金 利子積立金 基金取崩額 期末残高

第１期 H12～14 2,954円 ― 523,169,636円 255,347円 422,962,946円 100,462,037円

第２期 H15～17 3,379円 425円 214,811,093円 290,184円 ― 315,563,314円

第３期 H18～20 4,957円 1,578円 808,967,018円 4,074,722円 ― 1,128,605,054円

第４期 H21～23 4,957円 ― 521,920,563円 11,261,786円 559,811,739円 1,101,975,664円

第５期 H24～26 5,492円 535円 112,778,937円 3,695,486円 1,000,617,988円 217,832,099円

第６期 H27～29 6,083円 591円 635,474,676円 1,047,643円 27,656,876円 826,697,542円

第７期 H30～R2 6,800円 717円 2,179,382,678円 595,653円 ― 3,006,675,873円

第８期
R3～5

(R5は決算見込)
6,800円 ― 2,923,884,710円 25,175,933円 ― 5,955,736,516円

第９期
（推計）

R6～8 6,800円 ― ― ― 1,985,000,000円 3,970,736,516円

オ 介護保険料の推移と基金の状況
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カ 保険給付費等の伸びと見込み

第７期 第８期 第９期
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214億円 220億円 224億円 225億円 223億円 209億円 228億円 233億円 235億円

96億円 97億円 100億円 99億円 100億円 119億円
117億円 117億円 120億円

91億円
94億円

96億円 98億円 100億円 103億円

110億円
116億円

121億円28億円
28億円

27億円 27億円 27億円
27億円

29億円
30億円

31億円

129,865人 131,401人 132,604人 133,306人 133,018人 133,069人
135,118人 135,418人 135,220人

29,679人 29,145人 28,975人 29,310人 29,010人 29,060人 29,494人 29,933人 30,383人

0人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

140,000人

0億円

100億円

200億円

300億円

400億円

500億円

600億円

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

429億円 439億円 446億円

居宅サービス

施設サービス

地域密着型サービス

地域支援事業

高齢者数

認定者数

484億円
496億円

507億円

450億円 459億円
449億円



増加率

平成30年度 令和元年度 令和２年度 計 増加率

保険給付費等の合計 42,930,711千円 43,883,466千円 44,618,742千円 131,432,920千円 6.2%

地域支援事業 2,801,710千円 2,819,376千円 2,678,278千円 8,299,364千円 136.5%

地域密着型サービス 9,141,900千円 9,353,424千円 9,567,944千円 28,063,268千円 23.0%

施設サービス 9,555,275千円 9,737,864千円 9,961,669千円 29,254,808千円 0.9%

居宅サービス 21,431,826千円 21,972,802千円 22,410,851千円 65,815,479千円 ▲3.8%

保険給付費等の伸び率 2.2% 1.7%

第１号被保険者数(A) 131,802人 133,476人 134,705人 399,983人 4.7%

要介護認定者数(B) 29,679人 29,145人 28,975人 87,799人 ▲2.1%

認定率（B/A) 24.0% 23.5% 22.9% 22.0%

認定者数の伸び率 ▲1.8% ▲0.6%

増加率

令和３年度 令和４年度 令和５年度 計 増加率

保険給付費等の合計 44,944,902千円 44,964,187千円 45,872,180千円 135,781,269千円 3.3%

地域支援事業 2,680,202千円 2,669,531千円 2,724,234千円 8,073,967千円 ▲2.7%

地域密着型サービス 9,785,049千円 9,988,668千円 10,320,213千円 30,093,930千円 7.2%

施設サービス 9,930,589千円 9,959,584千円 11,883,202千円 31,773,375千円 8.6%

居宅サービス 22,549,062千円 22,346,404千円 20,944,531千円 65,839,997千円 0.0%

保険給付費等の伸び率 0.7% 0.0% 2.0%

第１号被保険者数(A) 135,484人 135,287人 135,451人 406,222人 1.6%

要介護認定者数(B) 29,310人 29,010人 29,060人 87,380人 ▲0.5%

認定率（B/A) 21.6% 21.4% 21.5% 21.5%

認定者数の伸び率 1.2% ▲1.0% 0.2%

増加率

令和６年度 令和７年度 令和８年度 計 増加率

保険給付費等の合計 48,402,012千円 49,626,930千円 50,705,445千円 148,734,387千円 9.5%

地域支援事業 2,914,096千円 3,015,296千円 3,063,607千円 8,992,999千円 11.4%

地域密着型サービス 10,984,044千円 11,550,002千円 12,092,988千円 34,627,034千円 15.1%

施設サービス 11,703,055千円 11,717,864千円 12,036,154千円 35,457,073千円 11.6%

居宅サービス 22,800,817千円 23,343,768千円 23,512,696千円 69,657,281千円 5.8%

保険給付費等の伸び率 5.5% 2.5% 2.2%

第１号被保険者数(A) 135,118人 135,418人 135,220人 405,756人 ▲0.1%

要介護認定者数(B) 29,494人 29,933人 30,383人 89,810人 2.8%

認定率（B/A) 21.8% 22.1% 22.5% 22.1%

認定者数の伸び率 1.5% 1.5% 1.5%

第９期（推計） 保険料（基準月額）

6,800円 0.0%

第７期（実績） 保険料（基準月額）

6,800円

第８期（R3.4は実績、R5は見込み） 保険料（基準月額）

6,800円 0.0%
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キ 改正内容（所得段階別保険料）

‐8‐

[第８期（Ｒ３～５）介護保険料] [第９期（Ｒ６～８）介護保険料（案）]

要件 人数
(３か年度平均)

構成率 掛け率
(対基準額)

年額 要件 人数
(３か年度平均)

構成率 掛け率
(対基準額)

年額

生活保護受給者等

世帯非課税で、かつ本人の前年中の課税年金
収入額等の合計額が８０万円以下

第２段階
世帯非課税で、かつ本人の前年中の課税年金
収入額等が８０万円超１２０万円以下

13,079人 9.7% 0.5 40,800円 第２段階 同左 13,958人 10.3% 0.485 39,600円 ▲1,200円

第３段階
世帯非課税で、かつ本人の前年中の課税年金
収入額等が１２０万円超

11,977人 8.8% 0.7 57,200円 第３段階 同左 12,619人 9.3% 0.685 55,900円 ▲1,300円

第４段階
本人非課税だが他の世帯員の誰かが課税で、
かつ本人の前年中の課税年金収入額等が
８０万円以下

14,936人 11.0% 0.91 74,200円 第４段階 同左 13,782人 10.2% 0.9 73,400円 ▲800円

基準額 81,600円 基準額 81,600円
（月額） (6,800円) （月額） (6,800円)

第６段階
本人課税で、かつ前年中の合計所得金額が
１２０万円未満

18,475人 13.6% 1.16 94,600円 第６段階 同左 18,827人 13.9% 1.2 97,900円 3,300円

第７段階
本人課税で、かつ前年中の合計所得金額が
１２０万円以上２１０万円未満

18,491人 13.7% 1.25 102,000円 第７段階 同左 17,867人 13.2% 1.3 106,000円 4,000円

第８段階
本人課税で、かつ前年中の合計所得金額が
２１０万円以上３２０万円未満

6,771人 5.0% 1.5 122,400円 第８段階 同左 6,384人 4.7% 1.5 122,400円 ―

第９段階
本人課税で、かつ前年中の合計所得金額が
３２０万円以上４００万円未満

2,101人 1.6% 1.75 142,800円 第９段階
本人課税で、かつ前年中の合計
所得金額が３２０万円以上
４２０万円未満

2,231人 1.6% 1.7 138,700円 ▲4,100円

第10段階
本人課税で、かつ前年中の合計所得金額が
４００万円以上

4,434人 3.3% 2.0 163,200円 第10段階
本人課税で、かつ前年中の合計
所得金額が４２０万円以上
５２０万円未満

1,123人 0.8% 1.9 155,000円 ▲8,200円

計 135,411人 100.0% 第11段階
本人課税で、かつ前年中の合計
所得金額が５２０万円以上
６２０万円未満

622人 0.5% 2.1 171,300円 8,100円

第12段階
本人課税で、かつ前年中の合計
所得金額が６２０万円以上
７２０万円未満

419人 0.3% 2.3 187,600円 24,400円

第13段階
本人課税で、かつ前年中の合計
所得金額が７２０万円以上

1,826人 1.3% 2.4 195,800円 32,600円

計 135,251人 100.0%

0.285 23,300円

―

増減額(年)

第１段階 31,588人 23.3% 0.3 24,500円

13,559人 10.0%
第５段階
(基準)

同左 13,958人 10.3%
第５段階
(基準)

本人非課税だが他の世帯員の誰かが課税で、
かつ本人の前年中の課税年金収入額等が
８０万円超

第１段階 同左 31,635人 23.4% ▲1,200円

所得段階

対象者 保険料

所得段階

対象者 保険料



ク 他都市の状況

（ア）中核市
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基準額（月額） 順位 段階数 基準額（月額） 順位 改定額 改定率 段階数 順位

Ａ 6,609円 8 14 7,495円 1 886円 13.4% 18 333,410円 4

Ｂ 6,390円 17 18 7,110円 2 720円 11.3% 18 285,084円 35

Ｃ 6,367円 18 18 6,998円 3 631円 9.9% 18 327,938円 5

Ｄ 6,199円 28 12 6,992円 4 793円 12.8% 13 284,823円 37

Ｅ 6,679円 5 13 6,953円 5 274円 4.1% 13 326,290円 7

Ｆ 6,700円 4 13 6,900円 6 200円 3.0% 13 323,359円 9

Ｇ 6,876円 2 14 6,876円 7 0円 0.0% 16 298,268円 25

長崎市 6,800円 3 10 6,800円 8 0円 0.0% 13 311,541円 16

Ｈ 6,600円 9 11 6,800円 8 200円 3.0% 15 321,547円 10

Ｉ 6,650円 6 13 6,650円 10 0円 0.0% 13 317,897円 12

Ｐ 6,000円 35 13 5,800円 45 ▲200円 ▲3.3% 15 286,792円 34

Ｑ 5,800円 46 9 5,800円 45 0円 0.0% 13 290,618円 30

Ｒ 5,600円 52 18 5,800円 45 200円 3.6% 18 231,545円 58

Ｓ 5,641円 51 12 5,735円 48 94円 1.7％ 13 238,246円 56

Ｔ 6,350円 20 13 5,715円 49 ▲635円 ▲10.0% 13 282,417円 38

Ｕ 5,700円 49 14 5,700円 50 0円 0.0% 16 228,241円 60

Ｖ 5,670円 50 11 5,670円 51 0円 0.0% 13 268,617円 51

Ｗ 5,500円 56 13 5,500円 52 0円 0.0% 13 270,674円 48

Ｘ 5,500円 56 12 5,500円 52 0円 0.0% 16 268,273円 52

Ｙ 5,500円 56 13 5,300円 54 ▲200円 ▲3.6% 13 224,792円 61

Ｚ 4,990円 62 12 4,930円 55 ▲60円 ▲1.2% 15 217,927円 62

中核市平均 6,096円 6,293円 204円 288,905円

※１　第９期保険料見込額は、令和６年１月15日現在。なお、未回答市を除く。

※２　高齢者一人当たり給付費は、中核市市長会　令和４年度都市要覧のデータを用いて算出。

※３　中核市　62市（令和６年１月15日現在）

第８期保険料 第９期保険料見込額（※１）
 高齢者一人当たり
 給付費（※２）

…



（イ）九州県庁所在都市

第８期保険料 第９期保険料見込額

基準額
（月額）

順位
基準額

（月額）
順位 改定率

ａ 6,199円 ６ 6,992円 １ 12.8％

ｂ 6,225円 ５ 6,899円 ２ 10.8％

ｃ 6,876円 １ 6,876円 ３ 0.0％

長崎市 6,800円 ２ 6,800円 ４ 0.0％

ｄ 6,400円 ３ 6,400円 ５ 0.0％

ｅ 6,150円 ７ 6,300円 ６ 2.4％

ｆ 6,241円 ４ 6,241円 ７ 0.0％

ｇ 5,960円 ８ 5,960円 ８ 0.0％

平均 6,356円 6,581円

※１ 第９期保険料見込額は、令和６年２月14日現在。

‐10‐



（ウ）長崎県内

第８期保険料 第９期保険料見込額

基準額
（月額）

順位
基準額
（月額）

順位 改定率

長崎市 6,800円 １ 6,800円 １ 0.0％

① 6,660円 ２ 6,780円 ２ 1.8％

② 6,400円 ５ 6,500円 ３ 1.6％

③ 6,490円 ４ 6,490円 ４ 0.0％

④ 6,500円 ３ 6,300円 ５ ▲3.1％

⑤ 5,970円 ６ 5,970円 ６ 0.0％

⑥ 5,925円 ７ 5,925円 ７ 0.0％

⑦ 5,822円 ９ 5,817円 ８ ▲0.1％

⑧ 5,800円 10 5,800円 ９ 0.0％

⑨ 5,875円 ８ 5,508円 10 ▲6.2％

⑩ 5,700円 11 5,500円 11 ▲3.5％

⑪ 5,300円 12 5,300円 12 0.0％

⑫ 5,250円 13 検討中 ― ―

平均 6,038円 6,147円

※１ 第９期保険料見込額は、令和６年２月14日現在。
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２ 新旧対照表

改正案 現行

○長崎市介護保険条例

平成12年３月13日

条例第１号

第１条～第４条［略］

（保険料率）

第５条 令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料

率は、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める額とする。

(1)介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「令」とい

う。）第38条第１項第１号に掲げる者 ３７，１００円

(2)令第38条第１項第２号に掲げる者 ５５，８００円

(3)令第38条第１項第３号に掲げる者 ５６，３００円

(4)令第38条第１項第４号に掲げる者 ７３，４００円

(5)令第38条第１項第５号に掲げる者 ８１，６００円

(6)令第38条第１項第６号に掲げる者 ９７，９００円

○長崎市介護保険条例

平成12年３月13日

条例第１号

第１条～第４条［略］

（保険料率）

第５条 令和３年度から令和５年度までの各年度における保険料

率は、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じそれぞれ

当該各号に定める額とする。

(1)介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「政令」

という。）第39条第１項第１号に掲げる者 ２４，５００

円

(2)政令第39条第１項第２号に掲げる者 ４０，８００円

(3)政令第39条第１項第３号に掲げる者 ５７，２００円

(4)政令第39条第１項第４号に掲げる者 ７４，２００円

(5)政令第39条第１項第５号に掲げる者 ８１，６００円

(6)次のいずれかに該当する者 ９４，６００円
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改正案 現行

（削除）

（削除）

ア 合計所得金額（地方税法（昭和25年法律第226号）第

292条第１項第13号に規定する合計所得金額をいう。以

下この条において同じ。）（租税特別措置法（昭和32年

法律第26号）第33条の４第１項若しくは第２項、第34条

第１項、第34条の２第１項、第34条の３第１項、第35条

第１項、第35条の２第１項、第35条の３第１項又は第36

条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から

政令第22条の２第２項に規定する特別控除額を控除して

得た額とし、当該合計所得金額が０を下回る場合には、

０とする。以下同じ。）が120万円未満である者であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの

イ 要保護者（生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条

第２項に規定する要保護者をいう。以下この条において

同じ。）であつて、その者が課される保険料の額につい

てこの号の区分による額を適用されたならば保護（同法

第２条に規定する保護をいう。以下この条において同

じ。）を必要としない状態となるもの（政令第39条第１

項第１号イ（（1）に係る部分を除く。）、次号イ、第

８号イ又は第９号イに該当する者を除く。）

‐13‐



改正案 現行

(7)令第38条第１項第７号に掲げる者 １０６，０００円

（削除）

（削除）

(8)令第38条第１項第８号に掲げる者 １２２，４００円

（削除）

（削除）

(9)令第38条第１項第９号に掲げる者 １３８，７００円

（削除）

(7)次のいずれかに該当する者 １０２，０００円

ア 合計所得金額が210万円未満である者であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しないもの

イ 要保護者であつて、その者が課される保険料の額につ

いてこの号の区分による額を適用されたならば保護を必

要としない状態となるもの（政令第39条第１項第１号イ

（（1）に係る部分を除く。）、次号イ又は第９号イに

該当する者を除く。）

(8)次のいずれかに該当する者 １２２，４００円

ア 合計所得金額が320万円未満である者であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しないもの

イ 要保護者であつて、その者が課される保険料の額につ

いてこの号の区分による額を適用されたならば保護を必

要としない状態となるもの（政令第39条第１項第１号イ

（（1）に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者

を除く。）

(9)次のいずれかに該当する者 １４２，８００円

ア 合計所得金額が400万円未満である者であり、かつ、前

各号のいずれにも該当しないもの
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改正案 現行

（削除）

(10)令第38条第１項第10号に掲げる者 １５５，０００円

(11)令第38条第１項第11号に掲げる者 １７１，３００円

(12)令第38条第１項第12号に掲げる者 １８７，６００円

(13)令第38条第１項第13号に掲げる者 １９５，８００円

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額

賦課に係る令和６年度から令和８年度までの各年度における保

険料率は、同号の規定にかかわらず、２３，３００円とする。

イ 要保護者であつて、その者が課される保険料の額につ

いてこの号の区分による額を適用されたならば保護を必

要としない状態となるもの（政令第39条第１項第１号イ

（（1）に係る部分を除く。）に該当する者を除く。）

(10)前各号のいずれにも該当しない者 １６３，２００円

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）
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改正案 現行

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者につい

ての保険料の減額賦課に係る令和６年度から令和８年度までの

各年度における保険料率について準用する。この場合において、

前項中「２３，３００円」とあるのは、「３９，６００円」と

する。

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る令和６年度から令和８年度まで

の各年度における保険料率について準用する。この場合におい

て、第２項中「２３，３００円」とあるのは「５５，９００

円」とする。

第６条 ［略］

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等があつ

た場合）

第７条 ［略］

２ ［略］

（新設）

（新設）

第６条 ［略］

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等があつ

た場合）

第７条 ［略］

２ ［略］
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改正案 現行

３ 保険料の賦課期日後に令第38条第１項第１号イ（同号に規定

する老齢福祉年金の受給権を有するに至つた者及び（1）に係

る者を除く。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４号

ロ、第５号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ、第９号ロ、第

10号ロ、第11号ロ又は第12号ロに該当するに至つた第１号被保

険者に係る保険料の額は、当該該当するに至つた日の属する月

の前月まで月割により算定した当該第１号被保険者に係る保険

料の額及び当該該当するに至つた日の属する月から令第38条第

１項第１号から第12号までのいずれかに規定する者として月割

により算定した保険料の額の合算額とする。

４ ［略］

第８条～第17条［略］

附 則

第１条～第13条［略］

３ 保険料の賦課期日後に政令第39条第１項第１号イ（同号に規

定する老齢福祉年金の受給権を有するに至つた者及び（1）に

係る者を除く。）、ロ若しくはニ、第２号ロ、第３号ロ、第４

号ロ、第５号ロ、第６号ロ、第７号ロ又は第８号ロに該当する

に至つた第１号被保険者に係る保険料の額は、当該該当するに

至つた日の属する月の前月まで月割により算定した当該第１号

被保険者に係る保険料の額及び当該該当するに至つた日の属す

る月から政令第39条第１項第１号から第８号までのいずれかに

規定する者として月割により算定した保険料の額の合算額とす

る。

４ ［略］

第８条～第17条［略］

附 則

第１条～第13条［略］
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３ 長崎市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画【概要】

（１） 概要

老人福祉法に基づく「市町村老人福祉計画」及び介護保険法に基づく「市町村介護保険事業計画」を、「長崎市高
齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」として一体的に策定します。計画期間（第９期）は令和６年度から令和８年
度までの３年間とします。

高齢者保健福祉計画

♢ 介護保険対象サービスの量の見込み ♢ 介護保険対象サービスの確保のための方策

♢ 介護保険事業の円滑な実施のための体制づくり 等

介護保険

事業計画

♢ 地域包括ケアシステムの深化・推進 ♢ 介護保険対象外サービス・事業の整備

♢ 高齢者保健福祉サービスの全体調整 等

（２） 趣旨

高齢者が可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医療、
介護、介護予防、住まい及び生活支援が包括的に確保される「地域包括ケアシステム」を深化・推進するとともに、
制度の持続可能性を維持するために地域の課題を分析してサービス提供体制等を構築することや、高齢者になるべく
要介護状態とならずに自立した生活を送っていただくための取組みをすすめることが重要となっている状況を踏まえ、
「長崎市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」を策定します。
なお、計画の策定にあたっては、高齢者の福祉に関する事項を調査審議する「長崎市社会福祉審議会高齢者福祉専

門分科会」において審議を行いました。

（３） 国の基本指針における基本的な考え方及び見直しのポイント

ア 基本的な考え方
（ア） 次期計画期間中には、団塊の世代が全員75歳以上となる2025年（令和７年）を迎えることになる。
（イ） 高齢者人口がピークを迎える2040年（令和22年）を見通すと、85歳以上人口が急増し、要介護高齢者が増加

する一方、生産年齢人口が急減することが見込まれている。
イ 見直しのポイント
（ア） 介護サービス基盤の計画的な整備（小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの更なる普及）
（イ） 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組
（ウ） 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上
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（４） 高齢者の状況

(2000年) (2005年) (2010年) (2015年) (2020年) (2025年) (2030年) (2035年) (2040年)

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年

高齢者数 ① 133,018 133,069 135,118 135,418 135,220

認定者数 ② 29,010 29,060 29,494 29,933 30,383

認知症高齢者数③ 17,458 17,384 18,110 18,500 18,749

③が高齢者数に占め
る割合 ③/①

13.1％ 13.1％ 13.4％ 13.7％ 13.9％

③が認定者数に占め
る割合 ③/②

60.2％ 59.8％ 61.4％ 61.8％ 61.7％

52,917 53,428 52,472
60,034 65,834

58,673 51,474 48,472 49,567

38,819
49,396 57,933

62,940
66,770 76,745

82,963 83,145 81,080

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年

高
齢
者
数

前期高齢者

(65歳～74歳)

後期高齢者

(75歳以上)

（人）

イ 高齢者数、認定者数、認知症高齢者数
の推移と推計

ア 高齢者の区分ごとの推移と推計

（単位：人）

※ 令和４及び５年の人数は10月１日現在の数値。
令和６年以降は推計値

※ 認定者数は第１号被保険者
※ 認知症高齢者は、認知症高齢者日常生活自立
度がⅡ以上の第１号被保険者の数
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（５） 高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画の体系図

あ
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（６） 介護保険事業の運営にあたっての基本方針

長崎市では、団塊の世代が後期高齢者（75歳以上）となる2025年（令和７年）には高齢者人口はピー
クを迎えることが推測されます。また、2035年（令和17年）には、後期高齢者人口がピークとなること
が見込まれており、さらに、生産年齢人口が減少していく中で、2040年（令和22年）には団塊ジュニア
世代が65歳以上となります。この超高齢社会に対応していくためには、高齢・障害・子育て・生活困窮
等の制度・分野ごとの「縦割り」や「支える側」「支えられる側」という関係を超えて、地域の多様な
主体がつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく地域共生社会の
実現に向けた取組みを進めていく必要があります。そのような状況も見据え、高齢者が住み慣れた地域
でそれぞれの状態に応じ、自立した日常生活を送れるよう、地域の実情に合った医療、介護、介護予防、
住まい及び生活支援が包括的に確保される「長崎版地域包括ケアシステム」を深化・推進し、長崎県医
療計画とも整合性を図りつつ、介護保険制度の持続性を確保するため、次の８点を基本方針として、事
業の円滑な運営に努めます。

ア 長崎版地域包括ケアシステムの深化・推進

地域共生社会の実現に向けて取り組む中で、高齢者の地域での生活を支える地域包括ケアシステ
ムは、中核的な基盤であることから、地域の実情に応じて、医療、介護、介護予防、生活支援、住
まいが包括的に確保される地域包括ケアシステムの深化・推進を図り、高齢者を地域全体で支える
ための各種取組みを推進します。
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イ 自立支援・重度化防止に向けた介護予防の推進

高齢者の心身機能の維持・改善、日常生活の活動の向上、社会参加の促進により高齢者自身の生
きがいや自己実現の取組みを支援し、生活の質を向上させるにあたり、地域支援事業において、リ
ハビリテーション専門職をはじめ幅広い支援関係者と連携した地域における個々の状態に応じた切
れ目のない支援により自立支援・重度化防止に取り組みます。
なお、介護予防・日常生活支援総合事業においては、運動・栄養・口腔の複合的なプログラムに

よる機能改善と多様な形態の事業所の参画を進めるとともに、効果的・効率的な事業運用に向け関
係機関と協議し取り組みます。併せて、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施を図っていき
ます。

ウ 人生会議（ＡＣＰ）の普及啓発

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを最期まで続けることができるよう、人生会議（ＡＣＰ）に
ついて、「元気なうちから手帳」を活用して、高齢者だけでなく幅広い世代への普及啓発に取り組
むとともに、医療と介護の専門職への周知にも取り組みます。

エ 権利擁護の推進

高齢者虐待の防止、早期発見と対応、本人や養護者双方への支援ができるよう、相談窓口の周知
や専門的知見を踏まえた適切な支援等を行います。
また、適切な成年後見制度の利用につながるよう、相談支援及び後見人等の担い手の育成・活動

支援を担う中核機関を設置します。
更に、高齢者が地域で尊厳をもってその人らしい安心した生活を継続することができるよう、地

域連携ネットワーク構築を推進します。
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オ 介護サービス基盤の計画的な整備

高齢者が、介護が必要な状態になってもできる限り住み慣れた地域で生活を継続できるようにす
る観点から、地域密着型サービスを中心に介護サービスの基盤整備を進めます。また、中長期的な
人口動態を考慮し、将来的に、限りある地域の社会資源を効率的かつ効果的に活用していくため、
施設・サービス種別の変更など既存施設・事業所のあり方を検討します。

カ 介護人材の確保及び介護現場の生産性の向上

長崎県及び関係機関と連携し、介護人材の確保に向けた取組みを継続していくとともに、介護現
場におけるＩＣＴ（情報通信技術）の活用による業務効率化及び文書削減による負担軽減を行い、
生産性の向上を図ります。

キ サービスの質の確保・向上

事業所・施設の安全対策、事業者の情報開示、ケアプランのチェック、介護サービス事業者の指
導・監査を行うとともに、研修等を開催することで、サービスの質の確保及び向上を図ります。

ク 災害・感染症に対する備え

介護事業所等に対し、各種計画策定等の支援を行い、平時から災害・感染症発生時に備えるとと
もに、災害・感染症発生時においても、介護事業所等がサービスを継続して提供できるよう、関係
機関と連携した支援・応援体制を整備します。

‐23‐



（７） 第９期（令和６年度～令和８年度）における介護サービスの基盤整備

今期の介護保険事業計画では、高齢者のかたが、介護が必要な状態になってもできる限り住み慣れた地域で

生活を継続できるようにする観点から、地域密着型サービスを中心に基盤整備を行う予定です。

○ 整備方針

本計画期間においては、次のとおり事業所・施設の整備を行います。

ア （介護予防）小規模多機能型居宅介護（看護小規模多機能型居宅介護を含む）

通いを中心として、本人の様態や希望に応じて、訪問や泊まりを提供し、入浴・排せつ・食事等の介護、

機能訓練等を行うサービスです。また、看護小規模多機能型居宅介護は、上記に訪問看護を組み合わせて

提供するサービスです。

整備数 ３事業所

登録定員29人以下の事業所を３事業所整備します。

イ （介護予防）認知症対応型共同生活介護

認知症の高齢者が共同で生活しながら、食事・入浴などの介護や支援、機能訓練等を行うサービスで

す（要支援１の方は利用できません）。

整備数 ３事業所及び増員分

１ユニット９人×２ユニットの事業所を３事業所整備します。

２ユニット以下で１ユニットの定員が９人に満たないユニットを持つ事業所は、当該ユニットにつ

いては９人までの増員を認めます。
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ウ （介護予防）特定施設入居者生活介護

介護保険の指定を受けた有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅などが、入居している要介護者等

に対して、入浴・排せつ・食事等の介護、その他の日常生活上の支援を行うサービスです。

整備数 100人分

一般型で混合型を整備します。

既存の養護老人ホームが、一般型で混合型の特定施設入居者生活介護の指定を希望する場合は、これを

認めます。

エ 地域密着型介護老人福祉施設

常時介護が必要で、自宅では介護を受けることが困難な方が、定員29人以下の介護老人福祉施設（特別養

護老ホーム）に入所し、食事、入浴、排せつなど日常生活上の世話や機能訓練、健康管理を受けることがで

きるサービスです。

原則、要介護３以上の方が入所できる施設になります。

整備数 87床分

１施設29床の施設を３施設整備します。

○ 介護療養型医療施設の廃止

介護療養型医療施設は、令和５年度末で廃止します。令和５年度まで同サービスを提供していた施設は、病床

を廃止又は医療療養病床等に転換します。
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